
平成２４年度包括外部監査における指摘事項及び対応状況【総括表】

報告
書頁

対応
済み

今後
実施

検討
中

その
他

備　考

１ 区民住宅視察について ○

２ 入居者管理について ○

３
借上型区民住宅(西日暮里三丁目住宅・東日暮里
六丁目住宅・町屋八丁目住宅)の使用料・助成額
決定について

○

４
建設型区民住宅(町屋五丁目住宅)の使用料の歳
入状況及び入居率について

○

５ 共益費について

(1)金額の設定について

①全区民住宅一律の金額となっている点について

③共益費を区民住宅ごとに設定する方法について

②対象となる経費について ○

(2)防災センター負担金について ○

６ 指定管理業務について

(1)維持管理業務について

①町屋五丁目住宅の長期修繕計画について ○

②借上型区民住宅３物件の現状復旧義務について ○

③作業実施報告書の荒川区側の保管について ○

(2)一般修繕、空家修繕及び計画修繕について

①一般修繕について ○

②空室修繕について ○

③計画修繕について ○

(3)業務範囲の見直しについて ○

７ 借上料について ○ 見解の相違

８ 町屋五丁目区民住宅の建物について ○

９ 長期滞納債権の整理について

(1)連帯保証人の定期的な確認について ○

(2)徴収方法について ○

(3)滞納の分割返済について ○

（4）口座振替引落未済の事態について ○

（5）個別経過記録の記載内容について ○

（6）書類の保管状況について ○

（7）未督促案件について ○

（8）連帯保証人に関するメモについて ○

１０ 空室対策について

(1)借上型区民住宅の返還条件等の明確化について ○

(2)現入居者の転出抑制について ○

P.2

P.3

P.4

P.5

項　　　　　　　　目

Ⅰ区民住宅

○

P.1

- 1 -



報告
書頁

対応
済み

今後
実施

検討
中

その
他

備　考項　　　　　　　　目

（4）積極的な募集活動の実施

（5）入居要件の緩和

（6）不動産業者との連携及び指定管理業務の範囲の見直し ○

（7）間取りの変更、設備改修工事 ○

（8）他用途への転用 ○

(9)費用対効果を考慮した空き家対策 ○

(10)区民住宅制度の継続について ○

１ 予算・決算関係について ○

２ 木造建物耐震化推進事業の耐震診断支援事業について ○

３ 木造建物耐震化推進事業について

(1)耐震補強工事における施工業者登録制について ○

(2)簡易な耐震改修に対する助成制度について ○ 見解の相違

４ 非木造建物耐震化推進事業について ○

５ 特定緊急輸送道路沿道建物耐震化推進事業について ○

６ 建物耐震化推進事業にかかる国庫補助金等について ○

７ 耐震診断後の状況について ○

40事項 22 2 14 2 

P.5

○

P.7

P.6

P.6

合計

Ⅱ建物耐震化推進事業
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平成２４年度包括外部監査における指摘事項及び対応状況【詳細版】

現　状 問題点 意　見

Ⅰ　区民住宅
1 区民住宅視察について
P.48 　外装や内装に経年に伴う汚れがみら

れる区民住宅があった。長すぎる廊
下、細かい部屋割り、古いタイプの台
所設備、ウッドカーペットを貼っている。
メールボックスが封印されていて、空室
の目立つ区民住宅もある。

　長すぎる廊下等最近の住宅ニーズに合っ
ておらず、入居意欲に影響すると思われ
る。

　約１年間に渡り空室となっている部屋も
あるなど、全体として入居者の制限や広
報の仕方を一考しなければ、空室を埋め
るのは困難と思われる。

・入居要件の緩和について今後検討する。

・外装や内装に経年に伴う汚れがみられた区民住宅について
は、所有者により外壁、共用部分等を改修し建物のリニューア
ルを行った。その他の住宅についても、所有者と相談し、必要な
改修等を求めていく。

・公共賃貸住宅情報を提供するウェブサイトを利用した情報提
供や区内の不動産仲介業者の活用等を検討する。

・検討中

2 入居者管理について
P.50 　預り敷金は領収書を発行しており、民

間のように預り敷金保管証等を発行し
ていないが、領収書の控えを保管して
いる。
名義変更が行われた場合に、連帯保
証人の付け替え等は実施されていな
かった。

　２０年間の借上げ期間が終了し、オーナー
に区民住宅を返還する時、現在の入居者
等に対して、保管している領収書の控えを
確認し、敷金を誤りなく返還するとの考えで
ある。
離婚等による名義変更の場合、連帯保証
人が保証を行わない可能性もあるため、賃
貸料を徴収できない可能性がある。

　再度、預かり敷金の保管証を発行して
おく必要がないか検討されたい。名義が
変わる場合は連帯保証人も新たに、定め
直し、連帯保証人の印鑑証明書や所得を
確認する必要があると考える。

・敷金の領収書を発行し、その控えを保管しており支障ないと考
える。

・使用者が退去し、他の世帯員が残る場合には、新たに使用者
となる者は連帯保証人を立てる義務を負っており、区としても退
去時における周知を徹底している。

・平成２３年度以降、連帯保証人に関する現況調査を定期的に
行っており、今後も継続して実施する。

・対応済み

3 借上型区民住宅（西日暮里三丁目住宅・東日暮里六丁目住宅・町屋八丁目住宅）の使用料・助成額決定について 　
P.53 　家賃は「荒川区使用料検討委員会」

で決定され、決定過程においては十分
な議論がなされているが、空室が年々
増加している。

　使用者負担額が上限になった時の空室状
況が懸念される。

　使用料の減額措置や助成制度の拡充
が望まれる。魅力ある住環境の整備はも
ちろんの事、制度継続の可否や借上料
の決定を含めた抜本的な対応が必要で
あると考えられる。

　これまで、使用料の見直しや多子世帯に対する家賃減額の試
行を行ってきたところである。近傍同種の賃貸住宅の市場家賃
を参考に、適正な使用料となるよう定期的に見直し等を行ってい
く。

・対応済み

4 建設型区民住宅（町屋五丁目住宅）の使用料の歳入状況及び入居率について
P.56 　町屋五丁目住宅の駐車場稼働率は

６割、トランクルームの稼働率は
８．１％である。

　駐車場、トランクルームの稼働率が低い
中、具体的な対策が講じられていない。

　駐車場の稼働率を上げる方法として
は、区民住宅の入居者以外の者に対し
て、貸し出すことも考えられる。
　トランクルームは、デッドスペースの利
用なので、稼働率が低いことが、直ちに
無駄と言うことではないと思うが、トランク
ルームに空調設備等を設置して、住民の
利便性を謳うことによって、町屋五丁目住
宅の空室改善につながるのではないかと
も考えられる。

・駐車場は、一部時間貸しを含め、有効利用を検討する。

・トランクルームについては、入居者アンケート調査を行い、その
結果等を踏まえ検討する。

・検討中

5 共益費について
P.62 （1）金額の設定について

①

③

　入居希望者が全区民住宅から任意
に希望の住宅を選択できない仕組みと
なっていることから、どの住宅に入居し
ても均等に共益費を負担してもらい、
公平性を担保している。（平成２３年度
は月額１０，０００円）

　共益費の算出根拠には、町屋五丁目住宅
のみにかかっている費用が多く存在してい
る。

　町屋五丁目住宅のみにかかっている費
用が多く存在しており、これらを他の３つ
の住宅（西日暮里三丁目住宅、東日暮里
六丁目住宅、町屋八丁目住宅）にも負担
させていることは適当ではないと考えられ
る。
　空室のある現状では、実質的に希望の
住宅を選択できることから、共益費の見
直しを図ることも必要ではないか。
　町屋五丁目住宅以外の３住宅は、共益
費が安くなることにより、入居の促進につ
ながる施策であると考えられる。今後の
共益費のあり方について検討されたい。

　区民住宅は公募を行い、応募が募集を上回る場合は抽選によ
り入居者を決定している。また、申込者は地区毎（日暮里地区、
町屋地区）に申込むこととなっており、自由に住宅を選べない。
そのため、区民住宅全棟を一つの住宅として管理コストのうち共
益費相当分を全戸数で除し共益費を算出することとして公平性
を確保してきた。
　現在は、空室から自由に住宅を選べる状況にあるため、例え
ば、住宅別の入居申込の方式に変更する等、住宅毎の共益費
の算出方法についても検討していく。

・検討中

対応状況

全区民住
宅一律の
金額と
なってい
る点につ
いて
共益費を
区民住宅
ごとに設
定する方
法につい
て
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平成２４年度包括外部監査における指摘事項及び対応状況【詳細版】

現　状 問題点 意　見 対応状況
② 　各区民住宅の共益費は同額とする方

針に基づき、共益費を設定している。
計算過程において
①計画修繕については前年度まで該当が
なかったため、経費に含まれていない。
②町屋八丁目住宅以外の住宅の３月電気
料金等が経費に含まれていない。
③巡回管理の費用が含まれていない。
④町屋五丁目住宅の避雷設備保守点検業
務委託及び建築設備保守点検業務委託の
費用が経費に含まれていない。

①経費に含めるべきかどうか議論のある
ところである。
②３月の電気料金等は概算で経費に含
めるべきと考える。
③④区民住宅を良好な環境に保つため
に要する経費と考えられるため、経費に
含めるべきと考える。

①計画修繕の費用は所有者が負担するものと考えている。
②３月分の電気料金についても、共益費に参入するよう改める。
③④巡回管理費、法定点検費用を共益費に含めるべきかは、
他の自治体の状況を踏まえ検討する。

①②対応済み
③④検討中

P.68 （２）防災センター負担金について
　「ツインシティ町屋防災センター管理
業務委託費」について、平成２３年度管
理業務委託費は２８，９０２，１２４円で
あるのに対して、平成２４年度管理業
務委託費見込額は
３３，１５６，９００円と４，２５４，７７６円
の増加が見込まれている。

　委託費増加理由について、契約当事者は
東京都になっており、区では正確に把握し
ていない。

　委託費が大きく増減する場合には、少
なくともどのような理由により増減するの
か確認しておくべきであると考えられる。

　入札の結果により、契約額は増減するが、東京都から提示さ
れた予算額が前年の予算額と比べ大幅に変わる場合には、業
務内容に変更がないかを東京都に確認するように改める。
　なお、２３、２４年度の予算額、決算額は次のとおりである。
２３年度　予算額３４，０４３，１００円　決算額２８，９０２，１２３円
２４年度　予算額３３，１５６，９００円　決算額３１，４４４，３５０円

対応済み

6 指定管理業務について
P.69 （1）維持管理業務について

① 　町屋五丁目住宅は、平成２５年度か
ら平成４０年度までで合計４４４，４０５
千円の修繕工事が見込まれている。

　長期修繕計画にあるとおり、今後明らかに
発生するであろう修繕工事での支出に対
し、基金の活用等がない。

　今後明らかに発生するであろう支出に
対しては、財政的な負担を平準化するた
めの、基金の活用等を検討すべきと考え
られる。

　大規模修繕の支出については、長期修繕計画の中で平準化
を図っていく。

・対応済み

② 　借上型区民住宅３物件（西日暮里三
丁目住宅、東日暮里六丁目住宅、町
屋八丁目住宅）については、それぞれ
平成２７年３月３１日、平成２９年４月９
日、平成３０年３月３１日に賃貸借契約
期間が満了する予定である。

　賃貸借契約期間終了まであと数年となっ
てきており、賃貸借契約書には契約終了後
の現状復旧義務や管理範囲が定められて
いるが、賃貸人と具体的な交渉をしていな
い。

　契約終了まであと数年となってきている
ため、賃貸借契約書の規定を踏まえ、賃
貸人と具体的な交渉をしていくべきであ
る。

　賃貸借契約期間満了後の住宅の返還については、平成24年
度から賃貸人との協議を開始している。

・対応済み

③ 　維持・管理・計画修繕について、作業
完了後に東京都住宅供給公社から送
付される作業実施報告書は、ファイリ
ングして保管している。

　清掃業務作業完了報告書、巡回管理事
務報告書、防災センター定期報告書等、複
数の業務の報告書が入り混じってファイリン
グされていた。

　内容別、月別等に整理すべきである。
今後、同様のことがないよう注意された
い。

　監査人の指摘を受け、月別に管理することに改めた。 ・対応済み

P.72 （2）一般修繕、空家修繕及び計画修繕について
① 　平成２４年３月１４日に実施された消

防設備等保守点検の結果、東京都住
宅供給公社本社より、防火戸の閉鎖
不良が区に報告されている。

　平成２４年４月１日以降、指定管理者が交
代することが決まっていたため、工事の完
了が新年度に入ることを避けるべく、次期
指定管理者が行うこことしたが、区が次期
指定管理者へ修繕を依頼することを失念さ
れ、監査時点まで放置されていた。

　災害時の安全性を担保する消防設備
点検の効果を減殺するものであり、早急
な対応を図る必要がある。
　区では、今後同様のことがないよう、指
定管理者の交代時には、引継案件一覧
表を作成し、伝達ミスによる修繕漏れ等
が生じることがないよう徹底する。

　防火戸の閉鎖不良については、監査人の指摘を受け、修繕を
実施した。
　今後、指定管理者の交代時には、引継案件の一覧表を作成し
チェックするなど、漏れがないように徹底する。

・対応済み

② 　空室修繕には、荒川区の業者を使っ
ているが全て同一の業者である。

　金額が少ないため（２５０万円以上は要入
札）入札をする必要はないが、空室修繕は
緊急性を要する修繕ではないため、相見積
もりを数社から取ることも可能である。

　相見積もりを数社から取って、決定する
必要があるかと思われる。

　空室修繕を行う事業者については、指定管理者が公募により
地域毎に選定し、年間契約をしている。事業者は、地域内の都
営住宅等を含めた空室修繕を請け負うためスケールメリットによ
り修繕費を安く抑えることができる。

・対応済み

対象とな
る経費に
ついて

空室修繕
について

町屋五丁
目住宅の
長期修繕
計画につ
いて

借上型区
民住宅３
物件の原
状復旧義
務につい
て

作業実施
報告書の
荒川区側
の保管に
ついて

一般修繕
について
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平成２４年度包括外部監査における指摘事項及び対応状況【詳細版】

現　状 問題点 意　見 対応状況
③ 　町屋五丁目住宅のガスコンロ取替工

事は57,400円×95戸＝5,453千円の予
算額であった。

　実際は71,850円×80戸＝5,748千円であ
り、当初の計画からは大幅な金額のずれが
生じている。

　今後の計画修繕工事の長期計画の立
て方に工夫が必要かと思われる。

・対象戸数が減った理由は、計画修繕実施にあたり、対象戸数
を精査したこと及び予算措置後、緊急に対応する必要があった
ため一般修繕により取替えを行ったためである。
・ガスコンロ取替工事の戸当たり単価の増加の理由は、耐火
ボードの取付工事を追加したためである。長期計画の立て方に
ついては検討していく。

・対応済み

P.76 （3）業務範囲の見直しについて
　指定管理者の業務範囲は、主に施設
の修繕及び保守点検である。

　平成23年度まで指定管理者に別途業務
委託（過年度分の使用料等にかかる滞納
管理業務）を行っていたが、平成24年度か
らは区職員が行うこととしている。

　民間事業者で実施可能な分野について
指定管理業務の範囲を拡大すれば、そ
の分、区職員を本来行政機関が担うべき
業務に振り向けることが可能となり、荒川
区としても、より効果的な人的資源の配
分が可能となる。次期指定期間に向け
て、指定管理業務の範囲について、見直
すことが必要である。

　使用料の決定、明渡請求等の意思決定行為以外の事務は、
指定管理者が行うことが可能である。今後、他団体の状況等を
調査し検討する。

・検討中

7 借上料について
P.80 　毎月定額の借上料を区が所有者に

支払っており、借上料の決定要素に空
室率は考慮されていない。

　区が所有者に支払っている借上料は、全
入居者に対して使用料の助成が発生しない
状況で満室であった場合の使用料収入と借
り上げ料が等しくなるよう設定されている
が、借上料の改訂の推移からは大幅な借
上料の改訂は実施されておらず、空室状況
を勘案すると区が空室部分を負担している
とも考えられる。

　借上料は、使用料と同額で無ければな
らないという規定は無いと思われるので、
現在の空室状況を、オーナーに提示して
値下げ交渉をしてみる必要もあるのでは
ないかと考える。

　区民住宅は、制度上の制約（入居要件が厳しい等）があり、空
室リスクを所有者に負わせることは難しい。
　なお、過去に２回、市場家賃に合わせた使用料の引き下げに
伴い、借上げ賃料の値下げを行っている。

・見解の相違

8 町屋五丁目区民住宅の建物について
P.83 　平成２３年度の住宅使用料収入は

１５６，２９３千円である。
　現在、空室率は２０％であり、使用料総額
（効果）に対する投下資本（費用）が回収で
きていない。

　今後は大規模修繕が必要になってくる
と思われるので、さらに、効果と費用の差
が大きくなると思われる。

　空室については、密集事業の代替住宅としての活用等を検討
する。その他、入居要件の緩和等により収支の改善を目指す。

・検討中

9 長期滞納債権の整理について
P.86 （1） 　連帯保証人は使用者が使用料等を

支払えない場合に連帯して納付すべき
者であり、滞納回収には不可欠な者で
あるといえる。

イ　過去の契約について、本籍地記載の住
民票等の添付が、義務づけられておらず、
正確な本籍地の把握がなされていない案件
があった。
ロ　連帯保証人が死亡したのち、後任が選
任されていない案件があった。
ハ　連帯保証人の選出時の要件として「使
用者と同等以上の所得のある方」となって
いるが、入居後の所得については、特に申
告義務はない。

　過去の契約を含めすべての契約につい
て、定期的に連帯保証人の住所及び本
籍地等につき、網羅的に確認作業をすべ
きと考える。

　連帯保証人の変更届は使用者に義務付けられているが、区と
しても定期的に連帯保証人の現況調査を行っているところであ
る。

・対応済み

（2） 　平成２４年度からは区が直接行うこと
とし、徴収については口座振替及び納
付書による納付となり、これまでの滞
納者については、主として文書や電話
により督促等が中心となった。また、滞
納者については、区役所や自宅におい
て、直接面談、指導を行っている。

　これまでの滞納者については、主として文
書や電話による督促等が中心となってい
る。

　滞納者に直接的に接することは、滞納
者の生活状況や考え方を把握する上で
手助けとなる部分があると考えられるの
で、特に長期間の滞納者については、直
接的な接触を強化する必要がある。

　滞納者に対しては、区においても従前から面談により、資産、
所得、収支、他の債務の状況を把握しているが、今後の状況に
応じて更に接触を強化する。

・対応済み

連帯保証
人の定期
的な確認
について

徴収方法
について

計画修繕
について
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平成２４年度包括外部監査における指摘事項及び対応状況【詳細版】

現　状 問題点 意　見 対応状況
（3） 　滞納者については、合意書または誓

約書に基づき、過去の使用料等の分
割返済がなされている。

　完済まで５年から１０年超(最長３９年)かか
る長期の分割返済がある。長期の分割返
済を認めることは、他の使用者との公平性・
回収事務の費用増加・回収可能性の不確
実性が増大する等の観点から好ましくない
と考えられる。

　当然に連帯保証人に対しても債務の履
行請求をすべきであり、短期間に滞納使
用料等の回収を達成する努力をすべきと
考える。
　また、分割返済額を一度決めると毎回
の返済額の見直しはなされていないが、
定期的に滞納者の可処分所得等を正確
に把握し、その状況に応じて、適宜、返済
額は見直すべきであると考える。

　誓約書に基づき、長期の分割納付になっている債権について
は、面談により、３年から５年の弁済期間となるよう短期化を
図っていく。

・平成２５年度
から実施

（4） 　使用料等については、原則、預貯金
から毎月自動引き落としとなっており、
平成２４年８月分使用料等の自動引き
落とし実績の内容確認の結果、１７１名
中３０名が残高不足等で引落不能と
なっている。また、未引落者は同一者
が多い。

　契約上は引落が原則であるが、引落不能
でも、督促状で支払えばよく、特にペナル
ティ－はない。
　一方、区においても督促状による支払者
に対しては、特に自動引き落としの履行の
改善のための指導はしていない。

　引落未済にならないよう指導を徹底し、
これらの時間を他の業務時間に充てられ
るよう改善すべきであると考える。

　口座引き落としの履行改善のため、「口座振替不能のお知ら
せ」により、残高不足により口座振替ができなかったこと、翌月
の引き落とし日、支払がない場合は区民住宅の使用許可を取り
消すことがあることを通知している。
　また、平成２３年１０月から、事務処理要綱を改正し、督促に
よっても支払がない場合には連帯保証人に対し請求していると
ころである。

・対応済み

（5） 　滞納処理経過については、滞納者ご
とに「個別経過記録」を作成し、過去か
らの区の対応経過が分かるように記載
処理されている。

　区側の直接の窓口担当者の対応記録が
記載されているが、長期に対応すべき事案
となったときなど、担当者の異動に伴う区の
滞納処理方針の適切な引き継ぎ等に適した
処理をしていない。

　対応記録に上司の処理の指示等を記
載することも、長期に対応すべき事案と
なったときなど、担当者の異動に伴う区
の滞納処理方針の適切な引き継ぎ等に
資すると考える。

　滞納者毎の個別滞納記録については、監査人の指摘を受け、
上司の指示内容等も記載するように改善した。

・対応済み

（6） 　「区民住宅使用申込書」等使用者か
らの提出書類は、区において保管する
ものである。

　区において保管すべき、使用者からの提
出書類を紛失しており、長期滞納者に対す
る管理・回収検討時に、契約内容が確認で
きない案件が２件あった（いずれも退去
者）。

　必ず保管していなくてはならないものな
ので、再度保管方法について改善すべき
である。

　職員が提出書類を使用する際には、必ずファイルごとにキャビ
ネットから取り出し、使用後は速やかに元の保管場所に格納す
ることを徹底する。

・対応済み

（7） 　過年度滞納者で、当初督促状を一度
送付する以外、一切の督促がなされて
いないケ－スが４件存在した。

　荒川区住宅滞納整理事務処理要綱にお
いて、「２月分に相当する金額の使用料を
滞納した時は・・・納付指導を行うことができ
る。」とされているため、１か月分の場合、継
続的な納付指導を実施していなかった。

　１か月の滞納についても、督促状のみ
の送付で済ませず、電話連絡等で早期
の回収を行うべきと考える。

　荒川区住宅滞納整理事務処理要綱を改正し、１か月分の未納
についても納付指導及び請求を行うよう改める。

・対応済み

（8） 　長期滞納案件については、連帯保証
人に対して債務の履行を求めている。

　長期滞納案件につき、連帯保証人に対し
て、担当者のレベルで滞納使用料等
（４，１１０，３１０円）のうち半分
（２，０５５，１５５円）を支払うことで、その後
は連帯保証人に接触しない旨の約束をな
し、実質的に債務を免除したのかと誤認さ
せる記載のあるメモが残されていた。

　メモによる記録は、その後の債務の管
理に際し誤解が生じる可能性があること
から、正確にやり取りを残し、意思決定を
しておく必要がある。

　当該のメモについては不適切な記載であり、メモについては担
当者間の引継ぎの際に誤解が生ずる恐れがあることから、正確
に記録するよう徹底し、意思決定することとした。

・対応済み

未督促案
件につい
て

連帯保証
人に関す
るメモに
ついて

口座振替
引落未済
の事態に
ついて

個別経過
記録の記
載内容に
ついて

書類の保
管状況に
ついて

滞納の分
割返済に
ついて

- 4 -



平成２４年度包括外部監査における指摘事項及び対応状況【詳細版】

現　状 問題点 意　見 対応状況

10 空室対策について
P.91 （1） 　借上型区民住宅３物件（西日暮里三

丁目住宅、東日暮里六丁目住宅、町
屋八丁目住宅）については、それぞれ
平成２７年３月３１日、平成２９年４月９
日、平成３０年３月３１日に賃貸借契約
期間が満了する予定である。

　賃貸借期間終了時、入居者は、引き続き
居住するか退去するかを選択することとな
るが、現在、管理者となる所有者が新たに
設定する家賃等の諸条件が示されていな
い。

　借上型区民住宅については、所有者と
の間で賃貸借契約期間終了時における
返還条件を明確にするための交渉を開
始することが必要である。その際、期間
終了後も、各区民住宅を賃貸住宅として
活用する意思の有無についても、所有者
に確認する必要がある。

　所有者の意向を確認しつつ、円滑な返還手続きを進める。 ・対応済み

（2） 　平成２１年度に助成金が生じていな
い１６世帯のうち、助成金が生じないま
ま居住を継続している世帯は７世帯に
とどまっている。

　現状、第１所得基準未満の所得は公営住
宅の入居区分となるが、所得要件を満たし
ていない世帯が多いならば、第１所得区分
未満の入居者の転出を抑制する必要があ
る。

　退去世帯の退去理由を明確にし、退去
世帯の不満等の情報を吸い上げ今後の
退去対策に生かすべきと考えられる。現
在の入居者についても現状不満に感じて
いる事項や要望等を積極的に聞き取り退
去対策に役立てるべきである。
　また、公営住宅の入居者について公営
住宅の所得区分を超える世帯は公営住
宅から退去の必要がある為、当該世帯を
区民住宅に斡旋するのも空室対策として
一つの方策と考えられる。

・退去理由については退去届により把握している。また、毎年、
入居者に対し修繕対応、その他全般についてアンケート調査を
行い、指定管理者のサービス向上の役立てている。

・また、公営住宅の所得超過者に対する区民住宅のあっ旋につ
いては東京都に相談していく。

・対応済み

（4） 　現在の入居者の募集方法は、区報で
年４回の入居案内及び区のホーム
ページ上に記載がある。

　現在の入居者の募集方法は、積極的な方
法ではなく入居率アップに努めていない。

　現状の空室状況を改善させるために、
入居要件の緩和を図るとともに、公的施
設への区民住宅情報の掲載や積極的な
募集活動等を行い、入居率アップに努め
る必要があると考えられる。

　入居要件の緩和について検討する。これと併せ公共賃貸住宅
の募集情報を提供するウェブサイトを利用した情報提供や区内
の不動産仲介業者の活用等を検討する。

・検討中

（5） 　入居要件は、「申込者本人が荒川区
に在住または在勤であること。または、
荒川区に在住の１親等の親族（姻族）
がいること。外国人の方については、
日本国に永住資格を持っていること。」
と定められている。

　荒川区に在住または在勤していない者は
原則として入居することができない。

　今後、例えば、荒川区に在住または在
勤していない者も申し込みの対象とし、区
外から入居者を取り込むことも検討する
ことが望ましい。

（6） 　現在、入居者の募集等の業務は区
職員が直接行っている。

　入居者の募集は、区報や区ホームページ
に掲載するなど限定的である。

　これまで入居者の募集を事業として
行ってきた民間事業者のノウハウ等を活
用する方策を検討することが望ましい。

　入居者の募集について、区内の不動産仲介業者の活用等を
検討するとともに、指定管理業務の拡大についても検討する。

・検討中

（7） 　各住宅ともに当初入居から１５年程
度が経過しており、施設や設備の老朽
化が進んでいる。特に、コンロ等のキッ
チン回り等において劣化が目立ち、他
の賃貸住宅との間において見劣りする
状況にある。
　主に２ＬＤＫや３ＤＫ（ＬＤＫ）の間取り
が多いが、専用面積に比して部屋数が
多い傾向がある。
　廊下等の共用部分の壁や窓枠等に
ついて、破損や経年に伴う汚れなどに
対して、応急処置を施した状態となって
いる。

　破損や経年に伴う汚れなどに対して、応
急処置を施した状態となっており区民住宅
の魅力を半減させている。
　入居者を募集する際等において、直ぐに
目につく部分であり、改善されなければ家
賃や募集方法等を変更したとしても、入居
者数の増加には結びつかない。
　専用面積に比して部屋数が多い傾向は、
少子化や核家族化が進展した現在におい
ては、賃貸住宅入居希望者のニーズに合
致していない可能性が高い。

　今後、家賃水準だけではなく、最近の賃
貸住宅において好まれる間取りや設備等
についても動向を把握した上で、間取り
の変更等を含む設備改修工事を行うこと
を検討する必要がある。
　所有者が、期間終了後も賃貸住宅の運
営を継続する意思を有するのであれば、
区は、設備改修工事が、所有者にとって
もメリットがあることを示しながら、所有者
の理解を得るよう交渉を進める必要があ
る。

・指摘のあった住宅の廊下等の共用部分の壁や窓枠等につい
ては、所有者により改修された。

・区民住宅は当初、賃貸市場で供給が不足している子育て世帯
に適した広さと間取りを有する住宅を供給する趣旨により開設し
たもので、当時のニーズには合致していた。しかしながら、空室
が増加する状況に鑑み、間取りの変更等も検討する。

・対応済み
・検討中

入居要件
の緩和

不動産業
者との連
携及び指
定管理業
務の範囲
の見直し

積極的な
募集活動
の実施

借上型区
民住宅の
返還条件
等の明確
化につい
て

間取りの
変更、設
備改修工
事

現入居者
の転出抑
制につい
て
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平成２４年度包括外部監査における指摘事項及び対応状況【詳細版】

現　状 問題点 意　見 対応状況
（8） 区民住宅としての需要は低下してい

る。
区民住宅としての需要が低下する中、空き
室解消に向けた具体的な対策が講じられて
いない。

例えば、現在の特定優良賃貸住宅から、
厳しい入居要件がなくなる一般賃貸住宅
や、子育て世帯向けの地域優良賃貸住
宅、グループホーム等への転用もあり得
る。借上型区民住宅においては、当然、
所有者との間において、用途変更等につ
いて合意することが必要である。

用途変更等については、今後検討する。 ・検討中

（9） 　平成２４年３月末においては、全区民
住宅で空室率が
２５．１％で４分の１の部屋が空室に
なっている。

　区は空室解消のため、積極的な募集活動
や入居要件の緩和等の対策を行っていな
い。

　借上げ住宅においては、賃貸借契約期
間の終了後を含め、住宅所有者の住宅
の経営方針が大きく影響することから、
入居促進策の実施にあたっては、区は所
有者との意思疎通をしっかり図り、積極
的に連携し、費用対効果を考慮した空き
家対策が不可欠である。

　今後とも、空室解消に向け、所有者と意思疎通を図りながら、
ＰＲ方法、入居要件の緩和等についての検討を行っていく。

・検討中

（10） 　区内において優良な賃貸住宅が供給
されたことで、当初の目的は一定程度
達成されたと評価できる。

　しかしながら、空室が多数ある現状は区
にとって借上料の支払に対する使用料の収
入がない事から、区の収支上も問題であ
る。

　区民住宅制度そのものの継続を議論す
る時期だと考えられるが、制度が継続し
ている限りは、空室状況を改善する事に
より区の収支を改善させるよう努力すべ
きである。

　区民住宅の目的は一定程度達成されたため、借上区民住宅
は管理期間の満了を機に、返還に向けた準備を進める。

・検討中

Ⅱ　建物耐震化推進事業
1 予算・決算関係について
P.100 　東日本大震災の影響で、建物耐震化

の大幅な補正予算を組んだ。
　工事件数が伸び悩んだため、補正後予算
と決算に大きな差異が生じた。

　予算の組み方には、予測が入ってお
り、もう少し、実際の聞き取り調査を行っ
て、実態に即した予算計上をなされたい。

　補正予算の編成にあたっては、窓口における相談や個別訪問
などでの聞き取り調査の結果等を踏まえ、件数を想定したが、
工事資金等の都合で建物所有者の意向どおり進まず、実績が
伸びなかったところである。今後はより実態に即した予算計上に
努めていく。

対応済

2 木造建物耐震化推進事業の耐震診断支援事業について 　
P.102 　申請者は荒川区に事前相談のうえ診

断受診申請を行い、荒川区において審
査のうえ診断実施の可否が決定され、
申請者に通知される。それと同時に荒
川区が耐震診断士に診断を依頼し、耐
震診断士が診断を行った後、診断結果
を申請者と荒川区に報告する流れと
なっている。診断結果報告を受けた
後、荒川区は耐震診断士に報償費を
支払っている。

　平成２３年度に行った木造の耐震診断の
実施リストとして「木造住宅診断助成事業国
費算出表［住建ストック形成事業　住宅・簡
易診断・直接補助］を入手したところ、
Ｎｏ．３８の申請者の診断報告日（区決定
日）がＨ２３．８．３０、支出命令（支払日）が
Ｈ２３．８．２９となっていた。通常診断報告
日が支出命令の同日以前になるはずであ
る。

　資料作成時点で注意すべきである。 　実際の支出命令（支払日）は、Ｈ２３．８．３０であったが、資料：
「木造住宅診断助成事業国費算出表［住建ストック形成事業
住宅・簡易診断・直接補助］に転記する際にミスがあったもので
ある。今後、資料作成時には、これまで以上にしっかりと確認
し、ミスの防止に努めていく。

対応済

3 木造建物耐震化推進事業について 　
P.103(1) 　耐震補強工事は、住宅の所有者等に

はその妥当性等についての判断が難
しい部分がある。加えて、耐震リフォー
ム詐欺等が報道されていること等によ
り利用者側の不安が増進されている。

　発注者は、適切な施工業者か否かを判断
するための材料を得る手段に乏しい。

　業者登録の要件を定めるのみならず、
登録業者間において、利用者に提示する
見積書のフォーマットを統一化したり、施
工内容や単価等の標準化を進めること
を、区が求めることも一考である。

・業者登録制度については、現行の耐震補強工事業者を原則と
して区内業者に限るという制約をさらに強めるもので、業者選択
の幅が狭くなるという課題がある。また、業者登録制度を実施し
ている区では、業者の対応に関する区民の苦情が区に寄せら
れている事例もあり、慎重な検討を要すると考える。

・業者の見積書のフォーマットの統一化や施工内容の単価等の
標準化については、営業上の問題等もあり難しいところである
が、業者の意向を確認する。

検討中

他用途へ
の転用

区民住宅
制度の継
続につい
て

費用対効
果を考慮
した空き
家対策

耐震補強
工事にお
ける施工
業者登録
制につい
て
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平成２４年度包括外部監査における指摘事項及び対応状況【詳細版】

現　状 問題点 意　見 対応状況
P.106(2) 　耐震補強工事支援事業や耐震建替

え工事支援事業において、平成23年
度の当初予算編成時における見込件
数に対して実績数が下回っている。

　多額の工事費も要因の一つであり、資金
負担能力に乏しい所得層が、耐震化に対応
できずに取り残される可能性がある。

　必要に応じて、工事後の評点が１．０未
満であったとしても、工事前よりも向上す
るのであれば助成対象とするような、より
条件を緩和した形態での簡易な耐震改
修助成制度の導入についても検討するこ
とが望ましい。
　その際、実態に応じて、所得の状況等
により一定の制限を設けることも必要で
ある。

　国土交通省の安全基準では、評点が１.０以上であれば、倒壊
の可能性が低いとしているため、区としては、評点１.０以上を助
成の対象とする現行の制度を維持したい。

見解の相違

4 非木造建物耐震化推進事業について
P.108 　非木造住宅の耐震化率は荒川区の

目標値である90％は超えていると推計
される。

　依然として非木造住宅で耐震性「無」の住
宅は数千戸に及び決して少ない数ではな
い。

　非木造住宅の更なる耐震化推進が望
まれる。
　推進策として、耐震性「無」の住宅へ数
年に1度の割合で巡回し制度の説明等を
実施したり、区報への掲載や公共施設で
の掲載を通じて区民に制度を周知させる
事で耐震化の推進を図るべきと考えられ
る。

・非木造住宅のうち分譲マンションと賃貸マンションについては、
耐震性のない建物を把握しているので、個別訪問、郵送等で耐
震化推進事業の周知の徹底を図っていく。

・また、耐震性を把握していない戸建住宅等については、区報、
ホームページ等で事業の周知を図る。

・なお、特定緊急輸送道路沿道の非木造建物については、毎年
個別訪問を実施しており、今年度も実施の予定である。

平成２５年度
から実施

5 特定緊急輸送道路沿道建物耐震化推進事業について
P.112 　荒川区では平成２３年１０月１３日に

荒川区非木造建物耐震化推進事業制
度要綱を改正し、特定緊急輸送道路
沿道建物の耐震診断を区別するように
した。
　平成２４年度からは荒川区特定緊急
輸送道路沿道建物耐震化推進事業制
度要綱を独立させ、耐震化推進事業を
推進中である。

　平成２３年度都補助金の緊急輸送道路沿
道建築物耐震化促進事業の歳入決算資料
の件数と非木造建物耐震化推進事業の歳
出決算資料の件数が異なっていた。

　今後、資料を作成する際は注意された
い。

　資料作成時に、これまで以上にしっかりと確認し、ミスの防止
に努めていく。

対応済

6 建物耐震化推進事業にかかる国庫補助金等について
P.114 　「高齢者・障害者等安心居住推進事

業(監査対象外事業)」の交付対象事業
申請については、交付決定変更後の
実績報告により金額の変更が生じたた
め、結果として監査対象である地域住
宅交付金「災害に強い住宅まちづくり
推進事業」が、本来の補助金交付率よ
りも高い交付率となっていた。

　申請から交付決定変更までの時点で交付
金対象の確認等を適切に実施していればこ
のような事態に至ることはなかった。

　複数年度をまたぐ交付金のため、翌年
度、過剰額は減額調整され交付金の過
不足は生じない。しかし、交付最終年度
であれば、交付金の返還という事態も想
定される。
　よって、申請においては、早めの確認作
業を実施し、適切な内容の精査をする体
制を構築することが、重要であると考え
る。

　国庫補助金である社会資本総合整備交付金は、年度単位で
清算するものではなく、６年間の計画に基づき清算していき、交
付されるものであるが、今後は、より適切に内容を精査するよう
努めていく。

対応済

7 耐震診断後の状況について
P.115 　荒川区にある昭和５６年５月以前の

建物（木造・非木造）の正確な戸数は、
区が区内全ての建物の状況を個別に
把握することが困難なため、防災都市
づくり部ではとらえられていない。
　当然、耐震診断の申請を行っていな
いものについては、補強工事や建替え
工事の必要な件数も把握していない。

　荒川区に耐震診断を依頼して、補強工事
等が必要な建物に対して、区の方に補助金
申請していない建物については、補強工事
または建替え工事が行われたかどうかの
フォロー・アップは実施していない。

　アンケートなど実施して、耐震診断の必
要な正確な戸数をまず把握されたい。

　区内の住宅状況について以下の把握を行っている。

①区内の昭和56年5月以前に建築された住宅の戸数について
は、住宅・土地統計調査によりおおむね把握している。
②耐震性の低い木造建物については、平成２０年度に調査を行
い、約１５，０００棟の対象建物を把握するとともに「木造建物耐
震化普及啓発活動」を実施し、戸別訪問により耐震化推進事業
の説明を行った。把握できていない非木造建物については、区
報、ホームページ等で事業の周知徹底を図っていく。
③耐震診断の結果、耐震性がないと判定された建物で、耐震補
強工事や耐震建替え工事等を行っていない建物所有者に対し
て、耐震補強工事、耐震建替え工事等の意向確認を、毎年行っ
ている。

　今後も建物の耐震化を進めていくため、包括外部監査人の指
摘を踏まえ、対象建物の把握に努めていく。

検討中

簡易な耐
震改修に
対する助
成制度に
ついて
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